
 

（総務課） 

件  名  

教育局等の職員の勤務時間に関する規程等の一部を改正する訓令について 

 

提出理由  

 職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の勤務時間、休暇等に関する規

則の改正に伴い、教育局等の職員の勤務時間に関する規程等の一部を改正する訓

令について、埼玉県教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則第４条

第１項の規定に基づき専決処理したので、同条第２項の規定により報告します。 

 

概  要  

１ 専決処理した理由 

  職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例が県議会令和７

年２月定例会において成立し、訓令の一部改正について緊急に処理する必要が

生じ、かつ、教育委員会の会議を招集するいとまがなかったため。 

 

２ 専決処理の状況 

⑴ 専決処理した訓令 

報告事項イ 
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   教育局等の職員の勤務時間に関する規程等の一部を改正する訓令 

⑵ 専決処理日 

   令和７年３月２７日 

 ⑶ 訓令の公布日 

   令和７年３月２８日 
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根拠法令 

埼玉県教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則（昭和６１年埼玉県 

教育委員会規則第１３号）（抄） 

 （臨時代理等） 

第４条 教育委員会の会議の議決により決裁しなければならない事項について、

緊急に処理する必要があると認められる事務が生じ、かつ、教育委員会の会議

を招集するいとまがないときは、教育長は当該事務について臨時に代理し又は

専決処理することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により臨時に代理し又は専決処理したときは、次回の

教育委員会の会議にその理由並びに当該事務の管理及び執行の状況を報告しな

ければならない。 
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教育局等の職員の勤務時間に関する規程等の一部を改正する訓令の概要

・ 職員の申告に基づく勤務時間の割振り変更及び週休日のほかに勤務時間を割り振らない日の設定について、
・ 対象者の要件を廃止し、原則として全ての職員を対象とする。（条例・規則）
・ 週休日のほかに勤務時間を割り振らない日を、職員の申告を考慮し定めることができる。（規程）

１ 内 容 ※規程改正に係る内容に限る１ 内 容 ※規程改正に係る内容に限る

単位期間を1週間で選択した場合

(1)フレックスタイム制の拡充(1)フレックスタイム制の拡充

＜勤務時間の割振り変更の例＞

(２)休憩時間の一斉付与の例外(２)休憩時間の一斉付与の例外

・ 休憩時間を一斉に与えないことが公務の正常な運営を妨げないと認める場合に休憩時間を一斉に与えないこ
・ とができる。（条例・規則）
・ 原則１２時から１３時に１時間付与される休憩時間を任意の時間に設定することを可能とする。（規程）

(３)その他規定の整備(３)その他規定の整備

・ 地方公務員法の一部改正に伴う文言等の整理

２ 施行期日２ 施行期日

令和７年４月１日
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 教育局等の職員の勤務時間に関する規程等の一部を改正する訓令 新旧対照表                        

第一条関係                                                      （傍線部分は、改正部分） 

新 旧 

教育局等の職員の勤務時間に関する規程 教育局等の職員の勤務時間に関する規程 

  

（勤務時間の割振り及び休憩時間） （勤務時間の割振り及び休憩時間） 

第一条 埼玉県教育委員会の任命に係る県教育局及び県立教育機関（県立学

校を除く。）の職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）

第二十二条の四第一項又は第二十二条の五第一項の規定により採用され

た職員で同法第二十二条の四第一項に規定する短時間勤務の職を占める

もの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）及び地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項の規定により採用された職員（以下「任期付短

時間勤務職員」という。）を除く。第二条第五項を除き、以下同じ。）の

勤務時間は、午前八時三十分から午後五時十五分までとする。ただし、午

後零時から一時間は休憩時間とする。 

第一条 埼玉県教育委員会の任命にかかる県教育局及び県立教育機関（県立

学校を除く。）の職員（地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）

第二十二条の四第一項又は第二十二条の五第一項の規定により採用され

た職員で同法第二十二条の四第一項に規定する短時間勤務の職を占める

もの（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）及び地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項の規定により採用された職員（以下「任期付短

時間勤務職員」という。）を除く。第二条第五項を除き、以下同じ。）の

勤務時間は、午前八時三十分から午後五時十五分までとする。ただし、午

後零時から一時間は休憩時間とする。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 所属長は、次条第五項に規定する職員を除く職員から休憩時間の開始時

刻の変更の申告があり、かつ、当該職員の健康及び福祉を考慮して必要が

あると認めるときは、第一項、第三項及び前項の規定にかかわらず、当該

職員の休憩時間の開始時刻を変更することができる。 

（新設） 

（勤務時間の弾力的な割振り等） （勤務時間の弾力的な割振り等） 

第一条の二 （略） 第一条の二 （略） 

２ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二号。以

下「条例」という。）第三条第三項の規定により設ける週休日のほかに勤

務時間を割り振らない日は、職員の申告を考慮し所属長が定める。 

２ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二号。以

下「条例」という。）第三条第一項ただし書の規定により設ける週休日（同

条第三項の規定により勤務時間を割り振る職員に係るものに限る。）は、

職員の申告を考慮し所属長が定める。 

３ （略） ３ （略） 

（削る） ４ 前条第一項の規定にかかわらず、前項の規定により始業の時刻を午後一

時以後又は終業の時刻を午後零時以前に定められた職員の休憩時間は、業

務の実情に応じ所属長が定める。 

４ 所属長は、前項の規定により勤務時間を割り振る場合において、職員か

ら休憩時間の短縮の申告があり、かつ、当該職員の健康及び福祉を考慮し

て必要があると認めるときは、休憩時間を定める日の勤務時間の割振りが

５ 所属長は、第三項の規定により勤務時間の割振りを定められた職員の健

康及び福祉を考慮して必要があると認めるときは、休憩時間を定める日の

勤務時間の割振りが規則第一条の四第一項第二号に規定する基準に適合
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新 旧 

規則第一条の四第一項第二号に規定する基準に適合し、かつ、同日の勤務

時間が八時間を超えない場合に限り、前条第一項及び第三項の規定にかか

わらず、教育長が別に定めるところにより、当該職員の休憩時間を午後零

時から四十五分間とすることができる。 

し、かつ、同日の勤務時間が八時間を超えない場合に限り、前条第一項及

び第三項の規定にかかわらず、教育長が別に定めるところにより、当該職

員の休憩時間を午後零時から四十五分間とすることができる。 

５ 所属長は、第三項の規定により勤務時間を割り振る職員から休憩時間の

開始時刻の変更の申告があり、かつ、当該職員の健康及び福祉を考慮して

必要があると認めるときは、前条第一項及び前項の規定にかかわらず、当

該職員の休憩時間の開始時刻を変更することができる。 

（新設） 

  

第二条・第三条 （略） 第二条・第三条 （略） 
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第二条関係 

新 旧 

教育局等職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する訓令（令和五年埼

玉県教育委員会訓令第一号） 

教育局等職員の勤務時間に関する規程の一部を改正する訓令（令和五年埼

玉県教育委員会訓令第一号） 

 附 則  附 則 

１ この訓令は、令和五年四月一日から施行する。 １ この訓令は、令和五年四月一日から施行する。 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和三年法律第

六十三号。以下この項において「令和三年改正法」という。）附則第四条

第一項若しくは第二項（これらの規定を令和三年改正法附則第九条第二項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第五条第一項若しくは

第三項、第六条第一項若しくは第二項（これらの規定を令和三年改正法附

則第九条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第七

条第一項若しくは第三項の規定により採用された職員をいう。）で地方公

務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十二条の四第一項に規定

する短時間勤務の職を占めるものは、この訓令による改正後の職員の勤務

時間に関する規程（以下この項において「新規程」という。）第一条第一

項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規程の規定を適

用する。 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和三年法律第

六十三号。以下この項において「令和三年改正法」という。）附則第四条

第一項若しくは第二項（これらの規定を令和三年改正法附則第九条第三項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第五条第一項若しくは

第三項、第六条第一項若しくは第二項（これらの規定を令和三年改正法附

則第九条第三項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第七

条第一項若しくは第三項の規定により採用された職員をいう。）で地方公

務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十二条の四第一項に規定

する短時間勤務の職を占めるものは、この訓令による改正後の職員の勤務

時間に関する規程（以下この項において「新規程」という。）第一条第一

項に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新規程の規定を適

用する。 
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教
育
局
等
の
職
員
の
勤
務
時
間
に
関
す
る
規
程
等
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令 

（
教
育
局
等
の
職
員
の
勤
務
時
間
に
関
す
る
規
程
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

教
育
局
等
の
職
員
の
勤
務
時
間
に
関
す
る
規
程
（
昭
和
四
十
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓

令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

第
一
条
第
一
項
中
「
か
か
る
」
を
「
係
る
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。 

５ 

所
属
長
は
、
次
条
第
五
項
に
規
定
す
る
職
員
を
除
く
職
員
か
ら
休
憩
時
間
の
開
始
時
刻
の

変
更
の
申
告
が
あ
り
、
か
つ
、
当
該
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
考
慮
し
て
必
要
が
あ
る
と
認

め
る
と
き
は
、
第
一
項
、
第
三
項
及
び
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
職
員
の
休
憩
時

間
の
開
始
時
刻
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

第
一
条
の
二
第
二
項
中
「
第
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
設
け
る
週
休
日
（
同
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
勤
務
時
間
を
割
り
振
る
職
員
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
」
を
「
第
三
条

第
三
項
の
規
定
に
よ
り
設
け
る
週
休
日
の
ほ
か
に
勤
務
時
間
を
割
り
振
ら
な
い
日
」
に
改
め
、

同
条
第
四
項
を
削
り
、
同
条
第
五
項
中
「
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
勤
務
時
間
の
割
振
り
を
定
め

ら
れ
た
」
を
「
前
項
の
規
定
に
よ
り
勤
務
時
間
を
割
り
振
る
場
合
に
お
い
て
、
職
員
か
ら
休
憩

時
間
の
短
縮
の
申
告
が
あ
り
、
か
つ
、
当
該
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
四
項
と
し
、
同
条
に

次
の
一
項
を
加
え
る
。 

 

５ 

所
属
長
は
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
勤
務
時
間
を
割
り
振
る
職
員
か
ら
休
憩
時
間
の
開
始 

時
刻
の
変
更
の
申
告
が
あ
り
、
か
つ
、
当
該
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
考
慮
し
て
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
条
第
一
項
及
び
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
職
員
の
休
憩

時
間
の
開
始
時
刻
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
教
育
局
等
の
職
員
の
勤
務
時
間
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

教
育
局
等
の
職
員
の
勤
務
時
間
に
関
す
る
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
訓
令
（
令
和
五
年

埼
玉
県
教
育
委
員
会
訓
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

附
則
第
二
項
中
「
附
則
第
九
条
第
三
項
」
を
「
附
則
第
九
条
第
二
項
」
に
改
め
る
。 

 
 

 

附 

則 

 

こ
の
訓
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 
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